
各国の主要政治・経済イベント予定 （12月5日時点）

1月の各国主要政治・経済イベント
日本 米国 グローバル

上旬
12月ISM製造業景況指数（3日）
12月雇用統計（10日）

（欧）12月消費者物価速報値（7日）

中旬

12月消費者物価指数（15日）
12月小売売上高(16日)
大統領就任式（20日）

（中）10-12月期GDP速報（15～20日）
（英）12月消費者物価指数（15日）
IMF世界経済見通し改訂
世界銀行 世界経済見通し

下旬

12月鉱工業指数（20日）
12月貿易統計（23日）
金融政策決定会合（23-24日）
12月消費者物価指数（24日）

FOMC（29-30日）
10-12月期GDP速報（30日）
12月個人消費・所得（31日）

（欧）10-12月期GDP速報（30日）
（欧）ECB理事会（30日）

（注）��作成時点で、第一生命経済研究所経済調査部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負
いません。

　米国では、憲法修正第20条で「大統領および副大統領の任期は１月20日の正午に終了する」と規定されてい
るため、大統領選のあった翌年１月20日に新大統領の就任式が行われます（１月20日が日曜日の場合は、就任式
は翌日の21日に繰り延べ）。1月20日の午後からはトランプ氏が第47代の米国大統領に就任し、２期目の正式な
スタートを切ることになります。
　トランプ次期大統領は、選挙公約の実現に向けて、早くも活動を本格化させています。24年11月には、「就任
初日に対中関税を10%、対メキシコ・カナダ関税を25%引き上げる」との方針を表明しました。関税引き上げの
直接の理由としては、不法移民や医療用麻薬の米国への流入が続いていることを挙げていますが、背景には、関
税引き上げを交渉材料として外交・通商政策を有利に進めることや、就任初日からスピード感をもって政策を進
めることで、支持者や共和党内での求心力を維持したい思惑があると言われています。
　25％の関税引き上げを言い渡されたメキシコ、カナダは、輸出額に占める米国向けの割合がそれぞれ、約
83％、約77％と米国への依存度が高く、関税の引き上げは両国経済にとって大きな痛手となります。関税引き上
げの方針を表明後、メキシコのシェインバウム大統領は電話会談、カナダのトルドー首相は直接会談を行うなど、
早くも関税回避への働きかけを強めています。交渉の結果、メキシコ・カナダの両国が国境管理の強化など米国
の望む対策を受け入れることで関税引き上げを回避できるのか、あるいは貿易戦争に追い込まれることになる
のか、現状では不透明感が強く、どのような結論に達するのかわかりません。また、欧州や日本などについても、
関税引き上げの方針が打ち出される可能性が高いです。１月20日にどのような形で政権のスタートを切るのか、
世界中が注目しています。� （主任エコノミスト ： 阿原健一郎）

１月の政治・経済イベント「米国大統領の就任式」
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